
取組の経緯、作成に向けた決意
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 みんなで決めて、 みんなで逃げる
住民主体の防災

 逃げ遅れゼロのまちを目指そう！



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【① 3つの個別避難計画と課題分析シート】

避難行動要支援者3,859人を「青」「黄」「赤」の3つに分類し計画を作成します。



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【① 3つの個別避難計画と課題分析シート】



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【① 3つの個別避難計画と課題分析シート】
モデルケースでの計画作成

【モデルケース①】10代・知的A・家族同居
■R3.11.11(木) 本人・家族と面会
■災害リスク：洪水3.0～5.0m、津波1.5～3.0m

⇒課題分析シートでは、家族と避難可能
⇒自分で作る個別避難計画

【モデルケース②】30代・上肢下肢1級・知的A・家族同居
■R3.11.15(月) 家族と面会
■災害リスク：土砂災害警戒区域、津波9.0m以上

⇒課題分析シートでは、家族と避難可能
⇒自分で作る個別避難計画

【モデルケース③】70代・要介護3・下肢2級・高齢世帯
■R3.12.2(木) 本人(電動車イス)・家族と面会
■災害リスク：津波3.0～6.0m
⇒課題分析シートでは、家族と避難可能。地域の助けがあるとより安心
⇒地域で作る個別避難計画
（R3.12.18(土)地域調整会議を開催）

・想定災害規模の災害リスクと
現実の乖離

・個別避難計画の認知度の低さ

・要支援者家族の思い
・個別避難計画の意義

・要支援者本人の
意識変容



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【②個別避難計画と地区防災計画の連携】



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【②個別避難計画と地区防災計画の連携】

現実の受け止め 自分・家族・地域ごと
【長期的な取組】
時間軸の展開

住民参加型の地区防災計画作成までのイメージ図

【STEPに応じたワークショップの開催】



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【②個別避難計画と地区防災計画の連携】

個別避難計画と地区防災計画の連携イメージ図



令和３年度末時点での課題
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課題①：地域調整会議の仕組み作り
【当初予定】
・地域調整会議を数多く開催し、区長や民生委員、専門職と協議を行い、日程・場所・関係者
への連絡などの開催方法や会議進行などのモデルケースを作る。
・来年度以降のスムーズな地域調整会議の開催に繋げる。
【至らなかった理由】
・新型コロナの影響で十分な数の個別避難計画作成に至らなかった（作成数3、調整会議1回）
【今後の対応】
・多くの計画作成に取り掛かり、地域調整会議を開催する。
・ある程度の計画が作成した段階で、関係者で集まり、これまでの開催方法や会議内容、計画
作成にかかる一連の流れの課題を抽出し、改善を図っていく。

課題②：関係団体との合意形成
【当初予定】
・個別避難計画策定検討委員会の参加団体に、計画概要や作成方法等に関する説明会をし、来
年度早期に計画作成に着手する。
【至らなかった理由】
・新型コロナの影響で、R4.1月から予定していた説明会が中止・延期となった。
・検討委員会出席の委員には、市の取組について合意を得たが、関係する事業所等まで説明で
きなかった。
【今後の対応】
・R4.3月から専門職、区長、民生委員への説明会・研修会を開催する。



・庁外関係者をいかにうまく巻き込んでいくかが一番のポイント
・時間をかけてでも丁寧に説明し、より多くの理解を得ることが計画作成の近道

個別避難計画作成のプロセス
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１．庁内外の関係者を巻き込む
【庁内】
・危機管理部局×福祉部局が連携して取り組むことを、担当レベルではなく、部局長レベルで
庁内組織として合意する（辞令等が出るとなお良い）。
【庁外】
・行政が中心となって計画作成していく強い思いや覚悟を伝える。
・計画の必要性を十分に理解してもらい、区長・民生委員・専門職・社協などの誰か一人に負
担を押し付けない。
・何か特別なことを始めるのではなく、それぞれの日常業務の延長線上に計画作成があること
を理解してもらう。
２．地域住民の理解（ワークショップの開催） ⇒ 地区防災計画WS
・自治会単位などで住民向けのコミュニティタイムラインワークショップなどを開催し、地域
住民の防災に対する機運を高め、地域の避難に対する考え方を理解する。
・地域に要配慮者（避難行動要支援者）がいることを広く認識する。
３．地域調整会議の開催・計画の作成
・避難行動要支援者本人、家族、避難支援等関係者で地域調整会議を開催する。
４．検証
・計画をある程度の件数作成した段階で、計画作成の一連の流れなどに課題がないか、関係者
を一堂に会し、検証し、改善を行う。
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